
（平成２２年６月３０日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 8 件

国民年金関係 2 件

厚生年金関係 6 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 22 件

国民年金関係 8 件

厚生年金関係 14 件

年金記録確認福岡地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



  

福岡国民年金 事案 2039 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 47 年１月から同年３月までの国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正す

ることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 大正９年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間   ：  ① 昭和 41年１月から 44年 12月まで 

                          ② 昭和 47年１月から同年３月まで 

私は、国民年金に加入した際、さかのぼって国民年金に加入でき、国民

年金保険料もさかのぼって納めることができることを知り、過去の未納分

と現年度の保険料を同時に納付してきた。納付は、自宅に集金に来ても

らっていた。 

ところが、申立期間が未納になっている。領収書は探したが、見つから

なかった。国民年金に加入したころは、Ａ市Ｂ区（現在のＣ区）に居住し

ており、現在はＤ区に引っ越したが、間違いなく納付したはずである。申

立期間が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間②については、申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 47 年３月

に払い出されており、この時点において、申立人が 60 歳到達まで国民年金保

険料の納付を続けても受給資格期間である 180月を確保できないことから、受

給資格期間を考慮して、申立人は、36 年４月から 40 年 12 月までを４回に分

けて特例納付、及び 45 年１月から申立期間直前の 46 年 12 月までを６回に分

けて過年度納付したものと考えられ、受給資格を得るために分割して特例納付

や過年度納付を続けていた申立人が、申立期間②の３か月のみを未納のままに

するとは考え難い。 

一方、申立期間①については、申立人に上記以外に別の国民年金手帳記号

番号が払い出されたことをうかがわせる事情は見当たらず、同番号が払い出さ

れた時点では特例納付以外の方法では国民年金保険料を納付することはできな



  

いが、前述のとおり、受給資格確保の観点からは申立期間①の保険料をあえて

特例納付する必要性は無い上、申立期間①直前の昭和 39 年１月から 40 年 12

月までの国民年金保険料が第２回特例納付実施期間の最終月である 47 年６月

28 日に特例納付されていること、及び特例納付した保険料額や納付場所等に

ついての申立人の記憶は定かではないことから、申立人は、同年６月を最後に、

特例納付を行わなかったものと推認される。 

また、申立人は、申立期間に係る国民年金保険料を納付していたことを示

す関連資料（日記、家計簿等）が無く、ほかに申立人が申立期間①の保険料を

納付していたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 47 年１月から同年３月までの国民年金保険料を納付していたものと認め

られる。 

 

 



  

福岡国民年金 事案 2040 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 44 年 10 月から 45 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女   

    基礎年金番号 ：    

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生   

    住    所 ：    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44年 10月から 45年３月まで 

申立期間当時の国民年金の加入手続や国民年金保険料の納付については、

よく憶
おぼ

えていないが、申立期間の国民年金保険料は、義母が自身の分と私

たち夫婦の分も一緒に納付していたと記憶している。 

申立期間の国民年金保険料が未納とされていることに納得できない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、国民年金加入期間において、申立期間を除き国民年金保険料を

すべて納付しており、その納付方法の多くは前納により行っていることが確認

できる。 

また、申立人及びその夫の申立期間の保険料納付を行ったとする義母も、

国民年金に加入後、60 歳到達に伴い国民年金の被保険者資格を喪失するまで

の期間の国民年金保険料をすべて納付しているなど、申立人の義母の国民年金

保険料の納付意識が高かったことがうかがえる。 

   さらに、申立人に係る特殊台帳により、申立期間直前の昭和 44 年７月から

同年９月までの国民年金保険料は、第１回目の特例納付実施時期の 47 年１月

19 日に納付されていることが確認でき、この時点において、申立期間は、過

年度納付の対象期間となるところ、その過年度納付に要する保険料月額は特例

納付に要する金額を大きく下回っていることを考慮すると、申立人の義母が申

立期間直前の保険料のみを特例納付により納付し、６か月と短期間である申立

期間の保険料を過年度納付しなかったとは考え難い。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



  

福岡厚生年金 事案 2397 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ事務所（現在は、Ｃ社）にお

ける資格喪失日に係る記録を平成４年２月１日に訂正し、申立期間の標準報酬

月額を 38万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 32年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成４年１月 31日から同年２月１日まで 

Ａ社Ｂ事務所に勤務していた申立期間に係る厚生年金保険の被保険者記録

が確認できない。申立期間において継続して勤務しており、厚生年金保険

料も控除されていたので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として

認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の被保険者記録、申立人が提出した「平成４年分退職所得の源泉

徴収票」、平成３年 12 月分及び４年１月分の厚生年金保険料に相当すると推

認できる額が控除されていることが確認できる「平成４年分の所得税の確定申

告書」並びに同僚の供述から判断すると、申立人は申立期間においてＡ社Ｂ事

務所に継続して勤務し、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたものと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人が提出した「平成４年

分の所得税の確定申告書」及び申立人の申立事業所における平成３年 12 月の

オンライン記録から、38万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、Ｃ社は不明としているが、事業主が厚生年金保険被保険者資格の喪失日

を平成４年２月１日と届け出たにもかかわらず、社会保険事務所（当時）がこ

れを同年１月 31 日と誤って記録するとは考え難いことから、事業主が同日を



  

資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年１月

の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を

行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還

付した場合を含む。）、事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付する

義務を履行していないと判断せざるを得ない。 

 

 



  

福岡厚生年金 事案 2398 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における資格

喪失日に係る記録を昭和 49 年４月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を

10万 4,000円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 49年３月７日から同年４月１日まで 

Ａ社からＣ社に異動した際の申立期間に係る厚生年金保険の被保険者記録

が確認できない。申立期間においてＡ社に勤務していたことは事実である

ので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の被保険者記録、Ｂ社及びＣ社が提出した申立人に係る人事記録、

並びにＡ社及びＣ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿により、申立人

と同時期にＡ社からＣ社に異動している同僚の厚生年金保険の被保険者記録が

継続していることが確認できることから判断すると、申立人がＣ社及び同社の

関連会社に継続して勤務し（昭和 49 年４月１日にＡ社からＣ社に異動）、申

立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認

められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 49

年２月の健康保険厚生年金保険被保険者名簿から、10 万 4,000 円とすること

が妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、事業主は不明としており、このほかに確認できる関連資料及

び周辺事情が無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所（当

時）に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事

情が無いことから、行ったとは認められない。 

 



  

福岡厚生年金 事案 2399 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ支店におけ

る資格取得日に係る記録を昭和 23 年 10 月 30 日に訂正し、申立期間の標準報

酬月額を 2,400円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和６年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 23年 10月 30日から同年 11月１日まで 

Ａ社Ｄ支店から同社Ｃ支店に異動した際の申立期間に係る厚生年金保険の

被保険者記録が確認できない。申立期間において継続して勤務していたこ

とは事実であるので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認め

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の被保険者記録、Ｂ社が提出した申立人の履歴証明書及び同僚の

供述から判断すると、申立人がＡ社に継続して勤務し（昭和 23 年 10 月 30 日

にＡ社Ｄ支店から同社Ｃ支店に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことが推認できる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｃ支店における

昭和 23 年 11 月の健康保険厚生年金保険被保険者名簿から、2,400 円とするこ

とが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、事業主は当時の関連資料は保存していないとしており、この

ほかに確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、明らかでないと判断

せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所（当

時）に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事

情が無いことから、行ったとは認められない。 



  

福岡厚生年金 事案 2400 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ協同組合における厚生年金保険の被保険者記録は、資格取得日

が平成 13年３月１日、資格喪失日が 16年４月１日とされ、当該期間のうち、

同年３月 31日から同年４月１日までの期間は厚生年金保険法第 75条本文の規

定により、年金額の計算の基礎となる被保険者期間とならない期間と記録され

ているが、申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の

保険料給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の同協同

組合における資格喪失日に係る記録を同年４月１日とし、申立期間の標準報酬

月額を 15万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

    

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女   

    基礎年金番号 ：    

    生 年 月 日 ： 昭和 57年生   

    住    所 ：    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年３月 31日から同年４月１日まで 

    社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の被保険者記録を照会したところ、

Ａ協同組合に勤務していた期間のうち、申立期間に係る被保険者記録が無

いとの回答を得た。 

    私は同協同組合に平成 16年３月 31日まで勤務していたことが確認された

ので、厚生年金保険被保険者資格の喪失日に係る記録は同年４月１日に訂

正されたが、申立期間は年金額の計算の基礎となる被保険者期間とならな

い期間と記録されている。 

同協同組合が保管する賃金台帳では、申立期間の厚生年金保険料は控除

されており、申立期間を厚生年金保険の年金額の計算の基礎となる被保険

者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人のＡ協同組合に係る厚生年金保険の被保険者記録は、資格取得日が平

成 13年３月１日、資格喪失日が 16年４月１日とされ、当該期間のうち、同年



  

３月 31日から同年４月１日までの期間は、厚生年金保険法第 75条本文の規定

により、年金額の計算の基礎となる被保険者期間とならない期間と記録されて

いる。 

しかしながら、申立事業所が提出した平成 16 年３月分の賃金台帳及び雇用

保険の被保険者記録により、申立人が申立期間において申立事業所に勤務し、

申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認め

られる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、平成 16 年３月の申立人に係る

Ａ協同組合の賃金台帳の厚生年金保険料控除額から、15 万円とすることが妥

当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主は、申立期間の厚生年金保険料を納付していないことを認めており、

オンライン記録から、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した

後（平成 22年３月 24日）に資格喪失日の訂正届を提出したことが確認できる

ことから、社会保険事務所は、申立人に係る申立期間の保険料について納入の

告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に

納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、

事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



  

福岡厚生年金 事案 2401 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、Ａ社における申立人の厚生年金保険の被保険者

記録のうち、申立期間に係る資格喪失日（昭和 54 年９月 21 日）及び資格取得

日（昭和 54 年 11 月１日）を取り消し、申立期間の標準報酬月額を９万 2,000

円とすることが必要である。  

 なお、事業主は、申立人に係る昭和 54年 10 月分の厚生年金保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：    

生 年 月 日 ： 昭和 32年生   

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 54年９月 21日から同年 11月１日まで  

    昭和 54 年９月７日にＡ社に入社し、継続して勤務していたにもかかわら

ず、申立期間において厚生年金保険の被保険者記録が無い。 

Ａ社における厚生年金保険の被保険者期間に空白が生じた原因は、私と

同時期に別の二人が入社し、一人が約３日間で、別の一人も約２週間で退

職し、私だけが同社に残ったが、同社が誤って、この二人と一緒に、私の

厚生年金保険被保険者の資格も喪失する旨の届出を行ったためであると思

われる。 

申立期間にＡ社に勤務していたことは間違いなく、給与から厚生年金保

険料が控除されていたので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間とし

て認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿では、申立人は、昭和 54 年

９月７日に厚生年金保険被保険者の資格を取得し、同年９月 21 日に同資格を

喪失した後、同年 11 月１日に同資格を再度取得しており、申立期間の被保険

者記録が無い。 

しかしながら、Ａ社が提出した申立人に係る社員カード及び昭和 55 年４月

現在の昇給に関する資料、申立人が提出した 54 年 10 月から同年 12 月までの



  

期間に係る給与支払明細書並びに申立人が記憶する同僚の供述から判断すると、

申立人が申立期間において同社に継続して勤務していたことが認められる。 

また、Ａ社は、「申立人の申立期間に係る厚生年金保険の被保険者記録が無

いのは、申立人と同時期に厚生年金保険被保険者の資格を取得した従業員が退

職するに当たり、厚生年金保険被保険者資格の取得関係資料を見ながら資格喪

失届を作成する際に、誤って申立人まで一緒に厚生年金保険被保険者資格の喪

失者として届け出たためと思われる。申立期間当時、厚生年金保険料は翌月控

除であり、申立人が提出した昭和 54 年 11 月分の給与支払明細書から同年 10

月分の厚生年金保険料を控除していると認められる。」と回答しているところ、

申立人が提出した昭和 54 年 11 月分の給与支払明細書において厚生年金保険料

が控除されていることが確認できる。 

これら事実及びこれまでに収集した関連資料及び周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人が所持する昭和 54 年 11

月分のＡ社に係る給与支払明細書に記載された厚生年金保険料の控除額から、

９万 2,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主は保険料を納付したか否かは不明としているが、事業主は、「申立

人の厚生年金保険被保険者資格の喪失届を誤って届け出たと思われる。」と回

答していることから、事業主が昭和 54 年９月 21 日を資格喪失日として届け、

その結果、社会保険事務所（当時）は、申立人に係る同年 10 月の保険料につ

いて納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、

その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含

む。）、事業主は、同年 10 月分に係る保険料を納付する義務を履行していな

いと認められる。 

 



  

福岡厚生年金 事案 2402 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、Ａ社（現在は、Ｂ社）における申立人の被保

険者記録のうち、申立期間に係る資格喪失日を昭和 41年１月 16日に訂正し、

申立期間の標準報酬月額を３万 3,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男   

    基礎年金番号 ：    

    生 年 月 日  ： 昭和 15年生   

    住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 40年 10月 16日から 41年１月 16日まで 

昭和 39年 11 月にＡ社に入社し、平成６年３月に退職するまでの期間にお

いて、継続して勤務しており、途中で休職したことも、一時的に退職した

ことも無かった。              

しかし、社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の被保険者記録を照会

したところ、申立期間について厚生年金保険の被保険者記録が無いとの回

答を得た。 

申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の被保険者記録、Ｂ社本社が保管する人事記録及び申立人が所持す

る同社から受けた勤続 15 年表彰状から判断すると、申立人が、申立期間の前

後及びその期間に継続してＡ社Ｃ営業所に勤務していたことが確認できる。 

   また、Ｂ社本社は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険の被保険者記録が

無い原因について、「申立期間に係る申立人の勤務形態や業務内容に変化は無

く、当時、当社の事務担当者が厚生年金保険の手続を誤ったものと思われ

る。」と回答している上、申立期間に係る厚生年金保険料の控除の有無につい

ても、「労働条件、勤務形態及び勤務の継続性から判断すると、申立期間にお

いて、申立人の給与から厚生年金保険料を控除したと推定できる。」と回答し

ている。 



  

   さらに、適用事業所名簿から、Ａ社Ｄ支店は昭和 41年１月 16日に厚生年金

保険の適用事業所に該当しており、申立期間は厚生年金保険の適用事業所では

なかったことが確認できるところ、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者

名簿及び同社Ｄ支店に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票から、申立人と

同日に同社Ｄ支店において厚生年金保険被保険者の資格を取得したことが確認

できる複数の同僚は、Ａ社において同日付けで同資格を喪失していることが確

認できる。 

   これら事実及びこれまでに収集した関連資料及び周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人は、申立期間において、厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたものと認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社に係る健康保険厚

生年金保険被保険者名簿の昭和 40 年９月の記録及び同社Ｄ支店に係る健康保

険厚生年金保険被保険者原票の 41 年１月の記録から、３万 3,000 円とするこ

とが妥当である。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主は、当時の事務担当者が申立人の厚生年金保険被保険者資格の喪失

に係る届出について誤った日付で届出を行ったことを認めていることから、事

業主が社会保険事務所の記録どおりの資格の喪失日を届け、その結果、社会保

険事務所は、申立人に係る昭和 40 年 10 月から同年 12 月までの保険料につい

て納入の告知を行っておらず、事業主は、昭和 54年 10月分に係る保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

  

 



  

福岡国民年金 事案 2041 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 58 年３月から同年 10 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 38年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 58年３月から同年 10月まで 

私は、申立期間当時からＡ郡Ｂ町（現在は、Ｃ市）に住んでいるが、国

民年金の加入手続及び申立期間の国民年金保険料の納付については、母が

行っていた。 

申立期間の後は厚生年金保険に加入し、そのことは年金手帳に記録されて

いるので間違いないが、過去に「ねんきん特別便」が送られてきたときは、

この厚生年金保険の記録は無かったこともあったので、申立期間も記録が漏

れていたのではないか。 

申立期間については、母が国民年金保険料を納付しているので、未納と

されていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

国民年金手帳記号番号払出簿によると、申立人の国民年金手帳記号番号は、

平成元年７月１日に払い出されていることが確認され、それ以前に別の国民年

金手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情は見当たらない上、

オンライン記録、Ｃ市の国民年金被保険者名簿及び申立人の所持する年金手帳

のいずれにおいても、申立人が初めて国民年金の被保険者となった日は、申立

人が厚生年金保険被保険者資格を喪失した同年６月１日とされていることから、

申立期間は国民年金の未加入期間となり、申立人の母親は国民年金保険料を納

付することはできなかったものと考えられる。 

また、申立人の母親が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示

す関連資料（日記、家計簿等）が無い上、申立人自身は保険料の納付に関与し

ておらず、申立期間における保険料の納付状況等が不明であり、ほかに申立期

間の国民年金保険料を納付していたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めること

はできない。 



  

福岡国民年金 事案 2042 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成３年 12 月から４年６月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 41年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成３年 12月から４年６月まで 

私は、会社を退職後の申立期間については、毎月、国民年金保険料を、

Ａ市Ｂ区役所の窓口へ持参して納付していた。 

平成４年＊月に結婚し、苗字
みょうじ

がＣからＤに変わってからも、国民年金保険

料はきちんと納付しており、申立期間が未納とされていることに納得できな

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

国民年金手帳記号番号払出簿、オンライン記録及びＡ市の国民年金被保険

者名簿では、申立人に国民年金手帳記号番号が払い出された形跡は見当たらな

い上、申立人は、国民年金の加入手続を行っていないと供述していることから、

申立期間は国民年金の未加入期間と推認され、申立人は申立期間の国民年金保

険料を納付することはできなかったものと考えられる。 

また、申立人は、申立期間当時、毎月、国民年金保険料をＡ市Ｂ区役所の

窓口で納付していたと供述しているが、申立人が納付していたとする月額保険

料額は、当時の月額保険料額と乖離
か い り

していること、及び申立期間当時は、同市

Ｂ区役所の窓口では国民年金保険料を納付することはできなかったことなど、

申立人の保険料納付に関する記憶は定かではない。 

さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、日記等）が無く、ほかに申立期間の国民年金保険料を納付し

ていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めること

はできない。 



  

福岡国民年金 事案 2043 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 47 年５月から 48 年 11 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 47年５月から 48年 11月まで 

私は、Ａ社Ｂ事務所を退職するときに、本社の経理担当者から、退職した

らＣ市Ｄ区役所に行って国民年金の加入手続をしてくださいと言われたの

で、現在の同市Ｅ区役所に行って、国民年金の窓口の男性に手続をしても

らい、年金手帳を受け取った。 

国民年金の加入後は、失業保険をもらいながら、金融機関の窓口で国民年

金保険料を納付していた。申立期間の国民年金保険料が未納とされている

ことに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金手帳記号番号は、平成元年９月に払い出されていること

が推認され、それ以前に別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたことを

うかがわせる事情は見当たらない上、オンライン記録、Ｃ市の国民年金被保険

者名簿及び申立人の所持する年金手帳のいずれにおいても、申立人が初めて国

民年金の被保険者となった日は同年９月１日とされていることから、申立期間

は国民年金の未加入期間となり、申立人は国民年金保険料を納付することはで

きなかったものと考えられる。 

また、申立人は、申立期間の国民年金保険料をＦ郵便局かＧ銀行Ｈ支店に

おいて納付書で納めたとしているが、申立期間当時の納付方法は、国民年金手

帳の検認台紙欄に印紙を添付消印し、同時に手帳の検認記録欄に検認印を押す

という印紙検認方式で行われており、郵便局や銀行での納付はできなかったこ

と、及び申立人は申立期間の国民年金への加入手続を、現在のＣ市Ｅ区役所で

行ったとしているが、同市Ｅ区役所で加入手続ができるようになったのは、同

市の旧Ｉ区がＥ区、Ｊ区及びＤ区に３分割された昭和 57 年５月以降であるこ



  

となど、申立人の国民年金への加入手続及び保険料の納付に係る記憶は定かで

はない。 

さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、日記等）が無く、ほかに申立期間の国民年金保険料を納付し

ていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めること

はできない。 

 

 



  

福岡国民年金 事案 2044 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成９年３月から 11 年９月までの国民年金保険料については、免

除されていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ：  昭和 50 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成９年３月から 11年９月まで 

私が海外に留学していた申立期間が国民年金に未加入とされているが、私

の母親が平成９年４月 25 日に、私が留学先の外国から送付した在学証明書

に類する書類を持って、Ａ市Ｂ区役所で国民年金保険料の免除申請の手続

を行っているはずである。 

申立期間が免除期間ではなく、国民年金に未加入とされていることに納得

できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間について、申立人の母親が申立人の外国留学先の在学

証明書に類する書類を持って、Ａ市Ｂ区役所で免除の手続を行ったと供述して

いるものの、この証明書は、当時、申立人が日本国内に居住していないことを

証明するものであり、日本国内に住所を有しないものは国民年金第１号被保険

者の資格を喪失すること、及び国民年金保険料の免除は、第１号被保険者でな

ければ申請することはできないことから、申立人の母親は申立期間について、

免除申請をすることはできなかったものと考えられる。 

また、申立人の母親が所持する申立期間当時のメモには、「（４／25）一

時停止届 済」と記載されていることから、申立人の母親が行ったとする手続

は、申立人の第１号被保険者資格の喪失手続であったと推認される。 

さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料の免除申請を行っていたこと

を示す関連資料（免除申請承認通知書、日記等）が無く、ほかに申立期間の国

民年金保険料を免除されていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を免除申請していたものと認める

ことはできない。 

 



  

福岡国民年金 事案 2045 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 63 年８月から平成２年３月までの期間、12 年２月から 16 年

２月までの期間及び同年７月から 19 年８月までの期間の国民年金保険料につ

いては、免除されていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 40年生 

住    所 ：  

              

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 63年８月から平成２年３月まで 

         ② 平成 12年２月から 16年２月まで 

         ③ 平成 16年７月から 19年８月まで 

私は、申立期間中は体の具合が悪く働くことができなかったので、国民

年金の保険料の免除を受けていた。免除の申請に当たっては、Ａ市役所か

ら申請に関するハガキが送付されてきたので、そのハガキに従ってその都

度申請をしていた。申請を行うと免除を承認したという回答のハガキが来

ていたが、現在はそのハガキを所有していない。 

免除の申請を行ったことは間違いないので、申立期間を免除期間として

認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、Ａ市の国民年金被保険者名簿及びオンライン記録

によると、申立人は昭和 63 年＊月の離婚により国民年金第３号被保険者資格

を喪失したにもかかわらず、第１号被保険者への種別変更手続を行っていな

かったため、平成２年７月に種別変更処理が行われ、申立期間①が第３号被保

険者期間から未納期間に記録訂正されていることが確認できること、及び申立

人が最初に免除申請を行った日は同年５月 23 日とされており、それ以前に免

除申請が行われた形跡は見当たらないことから、申立人の免除期間は同年４月

からとなり、申立期間①についてはさかのぼって免除申請することもできず、

未納期間になったと推認される。 

また、申立期間②及び③については、それぞれの期間の直前に２か月及び

１か月の厚生年金保険被保険者期間が見られるが、前述の国民年金被保険者名

簿及びオンライン記録によると、申立期間②については平成 13 年８月、及び



  

申立期間③については 18 年２月に、それぞれ国民年金被保険者資格取得の勧

奨が行われていることが確認できるところ、申立期間②は 16 年４月に種別変

更手続が行われたことが推認されること、及び申立期間③は現在まで種別変更

手続が行われていないことから、Ａ市では申立人に免除申請に関するハガキを

送付することはできず、申立人は申立期間②及び③について、免除の手続を行

うことはできなかったものと考えられる。 

また、申立期間の国民年金保険料が免除されていたことを示す関連資料

（免除申請承認通知書、日記等）が無く、ほかに申立期間の国民年金保険料が

免除されていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を免除されていたものと認めるこ

とはできない。 

 



  

福岡国民年金 事案 2046 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 36 年４月から 41 年８月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男   

    基礎年金番号 ：    

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生   

    住    所 ：    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年４月から 41年８月まで 

    申立期間当時、父又は母が同居していた私の国民年金の加入手続を行い、

国民年金保険料は、父か母又は自分が、自宅近くのＡ市役所の出張所で納

付していたと思う。 

両親は既に死亡しており、詳細は不明であるが、申立期間の国民年金保険

料を納付していたはずなので、申立期間の納付記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   国民年金手帳記号番号払出簿により、申立人の国民年金手帳記号番号は、昭

和 49 年４月に払い出されていることが確認でき、それ以前に別の国民年金手

帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情は見当たらないことか

ら、申立期間は国民年金の未加入期間であり、申立人は、国民年金保険料を納

付することはできなかったものと考えられる。 

また、申立期間当時、国民年金の加入手続及び保険料納付を主に行ったと

する申立人の両親は既に死亡していることから、国民年金の加入状況及び保険

料の納付状況等が不明である上、オンライン記録により、申立人の父親につい

ては、申立期間及びその前後の期間に、国民年金に加入していたことをうかが

わせる事情は見当たらないこと、及び申立人の母親については、自身の国民年

金手帳記号番号が、その前後の任意加入者の記号番号の払出時期から見て、申

立期間終期の約１年後の昭和 42 年７月ごろ払い出されたものと推認できるこ

とから、申立期間において、申立人の両親は、共に国民年金に加入していない

など、申立人及び申立人の両親が、申立期間の国民年金保険料を納付していた

ことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の国民

年金保険料を納付していたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めること

はできない。 

 



  

福岡国民年金 事案 2047 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成 18 年４月及び同年５月の国民年金保険料については、追納し

ていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女   

基礎年金番号 ：    

生 年 月 日 ： 昭和 57年生  

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 18年４月及び同年５月 

「ねんきん特別便」を確認したところ、申立期間が申請免除期間とされ

ていた。 

申立期間を含め平成 17 年 10 月から 18 年５月までの国民年金保険料につ

いては、夫婦共に追納納付書により追納した記憶があるので、申立期間の

が申請免除のままとなっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、追納納付書により、申立期間の国民年金保険料を追納したと主

張しているが、オンライン記録では、申立人からの申込みに基づく追納納付書

を発行した形跡が確認できない上、申立人が提出した平成 18 年１月分から同

年３月分までの納付書・領収証書は、17 年 12 月 19 日に発行された一般の国

民年金保険料納付書であることが確認できることから、申立人は、申立期間直

前の同年 10月から 18年３月までの国民年金保険料を当該納付書により納付し、

社会保険事務所（当時）では、申立人が当該期間の国民年金保険料を追納した

ものとして処理したと推認される。 

また、国民年金保険料納付書の発行について、日本年金機構Ａ事務セン

ター及びＢ年金事務所では、一般の国民年金保険料納付書については、当該年

度分までのものしか発行せず、国民年金保険料の免除が承認されている被保険

者に対しては、７月上旬に当年７月分から翌年３月分までの国民年金保険料納

付書を発行し、それ以外の被保険者に対しては、４月上旬に当年４月分から翌

年３月分までの国民年金保険料納付書を発行していると説明しており、申立期

間については、平成 18年度当初において、平成 18年４月分から同年６月分ま

での国民年金保険料の免除申請が承認されていたことから、申立期間を含む同



  

年４月分から同年６月分までの国民年金保険料納付書が発行されず、申立人は、

申立期間の保険料を追納することはできなかったものと考えられる。 

さらに、申立人が追納したとする国民年金保険料の月額は、申立期間の前

年度分の保険料月額であり、申立期間の保険料月額とは相違している。 

加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を追納していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を追納した

ことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を追納していたものと認めること

はできない。 

 



  

福岡国民年金 事案 2048 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成 18 年４月及び同年５月の国民年金保険料については、追納し

ていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：    

生 年 月 日 ： 昭和 51年生   

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 18年４月及び同年５月 

「ねんきん特別便」を確認したところ、申立期間が申請免除期間とされ

ていた。 

申立期間を含め平成 17 年 10 月から 18 年５月までの国民年金保険料につ

いては、夫婦共に追納納付書により、追納した記憶があるので、申立期間

が申請免除のままとなっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、追納納付書により、申立期間の国民年金保険料を追納したと主

張しているが、オンライン記録では、申立人からの申込みに基づく追納納付書

を発行した形跡が確認できない上、申立人が提出した平成 18 年１月分から同

年３月分までの納付書・領収証書は、17 年 12 月 19 日に発行された一般の国

民年金保険料納付書であることが確認できることから、申立人は、申立期間直

前の同年 10月から 18年３月までの国民年金保険料を当該納付書により納付し、

社会保険事務所（当時）では、申立人が当該期間の国民年金保険料を追納した

ものとして処理したと推認される。 

また、国民年金保険料納付書の発行について、日本年金機構Ａ事務セン

ター及びＢ年金事務所では、一般の国民年金保険料納付書については、当該年

度分までのものしか発行せず、国民年金保険料の免除が承認されている被保険

者に対しては、７月上旬に当年７月分から翌年３月分までの国民年金保険料納

付書を発行し、それ以外の被保険者に対しては、４月上旬に当年４月分から翌

年３月分までの国民年金保険料納付書を発行していると説明しており、申立期

間については、平成 18年度当初において、平成 18年４月分から６月分までの

国民年金保険料の免除申請が承認されていたことから、申立期間を含む同年４



  

月分から同年６月分までの国民年金保険料納付書が発行されず、申立人は、申

立期間の保険料を追納することはできなかったものと考えられる。 

さらに、申立人が追納したとする国民年金保険料の月額は、申立期間の前

年度分の保険料月額であり、申立期間の保険料月額とは相違している。 

加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を追納したことを示す関連資

料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を追納していた

ことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を追納していたものと認めること

はできない。 

 

 



  

福岡厚生年金 事案 2403 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 35年２月から同年８月まで 

Ａ社Ｂ出張所において勤務していた申立期間に係る厚生年金保険の被保

険者記録が確認できない。申立期間において勤務していたことは事実であ

るので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から、申立期間当時、厚生

年金保険の被保険者記録が確認できる同僚３人は、いずれも、申立人に係る記

憶は無いと供述していることから、申立人が申立期間において同社に勤務して

いたことを確認することができない。 

また、適用事業所名簿によれば、Ａ社は既に厚生年金保険の適用事業所に

該当しなくなっており、当時の事業主の親族に照会したところ、「Ａ社は既に

倒産しており、申立期間当時の関連資料は保存しておらず、申立内容を確認で

きない。」と回答している。 

さらに、前述の同僚のうち二人は、それぞれ、「私は、Ａ社Ｂ出張所に入

社して１年以上経過した後に、厚生年金保険に加入しているが、それまでの期

間において給与から厚生年金保険料が控除されることは無かったと思う。」、

｢私は、Ａ社本社に入社して１年後に厚生年金保険に加入しているが、当時の

厚生年金保険の加入状況については分からない。｣と供述しているところ、前

述の被保険者名簿において、当該同僚らが厚生年金保険被保険者の資格を取得

した時期とそれぞれが供述する入社時期が一致していないことが確認できるこ

とから判断すると、当時、申立事業所では、従業員について必ずしも入社と同

時に厚生年金保険に加入させていたとは限らない事情がうかがえる。 

加えて、申立事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿では、申立



  

人の厚生年金保険の被保険者記録は確認できない上、申立期間における健康保

険の整理番号に欠番が無いことから、申立人の記録が欠落したものとは考え難

い。 

また、申立人は申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことを確認できる給与明細書等の資料を所持していない。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当た

らない。 

これら事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

福岡厚生年金 事案 2404（事案 656の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和７年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 25年１月から 32年９月１日まで 

申立期間を含む昭和 24年１月から 32年９月１日までの期間に係るＡ社の

厚生年金保険の被保険者記録が確認できなかったため、年金記録確認第三

者委員会に申立てを行ったが、記録訂正には至らなかった。 

今回、新たに申立期間当時、在職していたことが確認できる失業保険金受

給資格者証を提出するので、再度調査の上、申立期間を厚生年金保険の被

保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

前回の申立期間に係る申立てについては、Ａ社は、申立人の厚生年金保険

の被保険者期間と同じ、昭和 32 年９月１日から 35 年８月 28 日までの期間に

おいて厚生年金保険の適用事業所に該当しており、申立期間については厚生年

金保険の適用事業所としての記録が確認できないこと、申立事業所は既に厚生

年金保険の適用事業所に該当しなくなっており、当時の事業主の連絡先も不明

であることなどとして、既に当委員会の決定に基づき平成 21年１月 30日付け

で年金記録の訂正が必要とまでは言えないとする通知が行われている。 

今回、申立人は、新たに給付日数が 180 日と記載されている失業保険金受

給資格者証（離職日は、昭和 35年８月 31日）を提出し、当該給付日数は、申

立期間において申立事業所に継続して勤務していなければ受給できないもので

あると主張しているところ、当時の失業保険金の所定給付日数については、同

一事業主に継続して雇用された期間が１年以上５年未満、かつ、離職の日以前

１年間の被保険者期間が６か月以上ある場合は、180 日とされていることが確

認できる。 

また、申立人はＡ社において、申立期間を含み 10 年以上勤務していたと主



  

張しているところ、当時の失業保険金の所定給付日数については、同一事業

主に継続して雇用された期間が 10 年以上、かつ、離職の日以前１年間の被保

険者期間が６か月以上ある場合は、270 日と定められており、申立人の提出し

た失業保険金受給資格者証に記載されている給付日数 180 日ではなかったこ

とが確認できる。 

さらに、申立人は、今回申立期間を変更して再度申立てを行っているものの、

申立事業所に勤務していた同僚からは、申立人の主張を裏付ける供述を得るこ

とができず、そのほかに委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当た

らないことから、申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



  

福岡厚生年金 事案 2405 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。   

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男   

    基礎年金番号 ：    

    生 年 月 日 ： 昭和９年生   

    住    所 ：    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 32年 11月１日から 35年１月１日まで  

私は、昭和 32 年 11 月１月から 34 年 12 月 31 日までの期間、Ａ社に勤務

していた。 

現在、Ａ社（廃業時はＢ社）は廃業しており、申立期間当時一緒に勤務し

ていた営業及び経理の担当者もほとんど死亡しているが、当時の女性社員

が見付かり、同人は、「ねんきん特別便」により、昭和 33 年３月 17 日か

ら 34 年 10 月 24 日までの期間に勤務していたことが確認されたと聞いてい

る。 

申立期間について厚生年金保険の被保険者記録が無いので、申立期間を厚

生年金保険の被保険者期間としてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人のＡ社における勤務内容に関する供述及び同僚の供述から判断すると、

勤務期間の特定はできないものの、申立人が申立事業所に勤務していたことは

推認できる。 

しかしながら、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、

申立期間当時、厚生年金保険の被保険者記録が確認でき、連絡の取れた同僚

10 人に聴取したところ、うち６人の同僚が、申立人が申立事業所に勤務して

いたことを記憶しているものの、入社時期や退職時期についてはいずれも記憶

していない上、上記被保険者名簿において申立人が入社したとする時期と同一

日に厚生年金保険被保険者資格を取得していることが確認できる同僚は、申立

人を記憶しておらず、申立人の勤務時期について確認できる供述を得ることが

できない。 

また、オンライン記録によれば、申立事業所は平成９年４月１日に厚生年



  

金保険の適用事業所に該当しなくなっており、20 年７月に破産に伴い廃業し

ている上、当時の事業主及び社会保険事務担当者からの供述が得られず、申立

人の申立期間における勤務実態、厚生年金保険の加入状況及び厚生年金保険料

の控除等について確認できる関連資料及び供述を得ることができない。 

さらに、申立事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、

申立人の厚生年金保険の被保険者記録は確認できない上、申立期間における健

康保険の整理番号に欠番が無いことから、申立人の記録が欠落したものとは考

え難い。 

加えて、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料は無く、このほか、申立

人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び

周辺事情は見当たらない。 

これら事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたと認めることはできない。 

 



  

福岡厚生年金 事案 2406 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。   

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女   

    基礎年金番号 ：    

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生   

    住    所 ：    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 48年８月 26日から同年９月 26日まで 

Ａ社に昭和 44 年５月に入社し、49 年 12 月に退職するまでの期間におい

て、途中で会社を退職したり、１か月間連続で休暇を取得したりしたこと

も無かった。 

また、会社と隣接する会社の寮に、昭和 44 年５月から私の夫と同居する

ため退寮した 49 年３月までの期間については入寮していたので、申立期間

の厚生年金保険の被保険者記録が空白となるはずはない。 

昭和 48 年８月に入籍した時に空白期間が生じたのではないかと思われる。

会社は既に解散しているが、私の先輩が健在であり、供述を得られると思

う。 

申立期間はわずか 1 か月間の空白期間ではあるが、身に憶
おぼ

えの無いこと

であるので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

   

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、厚生年金保険の

被保険者記録が確認できる、申立人の先輩を含む複数の同僚の供述から判断す

ると、申立期間において申立人が同社に勤務していたことが推認できる。 

しかしながら、申立人は、「申立期間当時、私の夫とは婚約中であり、私

の夫が公営住宅の第二種住宅入居者募集の抽選に当選し、その入居条件として、

入籍することが必要であったため、入籍手続を行った。」と供述しており、申

立人の戸籍謄本における入籍日は昭和 48 年８月＊日であり、この日付けは、

前述の被保険者名簿により、厚生年金保険被保険者の資格を喪失した日の翌日

と一致することが確認できるところ、国の所管省担当局は、「第二種公営住宅

は、入居者について、入居時点に入籍していること及び当該時点において同一



  

世帯内の所得が一定の金額以内であることなどの条件を設けていた。昭和 48

年当時、申込み又は入居時点の前月 12 か月間の平均収入月額は３万円以下と

定められていたが、入居時点で離職しているなどの事情がある場合は、その者

の所得は考慮しないこととなっていた。」と回答していることなどから判断す

ると、申立事業所では、申立人及び申立人の婚約者が公営住宅に入居すること

を支援する目的で、いったん申立人を退職扱いとし、その結果、厚生年金保険

被保険者資格の喪失手続を行った可能性がうかがえる。 

また、前述の被保険者名簿において、申立人が、申立事業所において昭和

48 年８月 26 日に厚生年金保険被保険者の資格を喪失し、同年９月 26 日に再

度取得するまでの期間における被保険者記録は確認できない。 

さらに、適用事業所名簿によれば、申立事業所は、昭和 60 年３月 26 日に

厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなっており、当時の事業主及び社会保

険事務担当者から供述を得られないことから、申立人に係る申立期間の勤務実

態、厚生年金保険の加入状況及び厚生年金保険料の控除等について確認できる

関連資料及び供述を得ることができない。 

   加えて、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことを確認できる給与明細書等の資料はなく、このほか、申立人

の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周

辺事情は見当たらない。 

   これら事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたと認めることはできない。 

    

 



  

福岡厚生年金 事案 2407 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和７年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年２月から 38年 12月まで 

申立期間当時小さかった私の二人の子供を母に預け、Ａ市役所内のＢ事

業所で勤務していた。社会保険の事務手続等については分からないが、健

康保険に加入していない事業所に勤務した憶
おぼ

えは無い。結婚する前に交付

されていた厚生年金手帳には職歴が記載されていたが、紛失して 27 年前又

は 28年前に再発行してもらったため、その職歴も確認できない。 

申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ｂ事業所の看板の前で申立人が同僚であると供述している者と

ともに写っている写真並びに昭和 37 年３月及び 38 年２月 23 日に撮影された

とするＢ事業所の社員旅行の写真を所持し、同年２月の社員旅行については、

申立人が名前を挙げた同僚の一人も記憶していること、並びに、Ｂ事業所に係

る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立人が勤務を開始する前か

ら勤務していたとして名前を挙げた同僚 10 人全員に係る厚生年金保険の被保

険者記録が確認できることから判断すると、勤務期間の特定はできないものの、

申立人が同事業所に勤務していたことが推認できる。 

しかしながら、申立人は申立事業所を退職した後に失業保険金を満額受給

したと供述しているところ、申立人は申立事業所を退職した後に勤務した事業

所において雇用保険被保険者の資格を昭和 39年１月 16日に取得しており、申

立人の失業保険金について推測される給付日数から判断すると、申立人が申立

事業所を退職したのは、少なくとも 38年 10月より前であった可能性がうかが

える。 

また、適用事業所名簿によれば、Ｂ事業所が厚生年金保険の適用事業所に



  

該当することとなったのは、申立期間の途中である昭和 37 年７月４日である

ことが確認できることから、申立期間のうち 36年２月から 37年７月３日まで

の期間においては、同事業所は厚生年金保険の適用事業所ではなかったと認め

られる。  

さらに、前述の被保険者名簿によれば、上記の同僚 10 人全員の厚生年金保

険の被保険者記録が確認できるものの、申立事業所が厚生年金保険の適用事業

所に該当することとなった昭和 37 年７月４日に被保険者資格を取得している

者は、そのうちの５人だけであることが確認できる上、同僚の一人が 35 年又

は 36 年には勤務し始めたと供述し、同人の紹介により同人の妹もその後に勤

務し始めたと供述しているところ、両人は、申立事業所が厚生年金保険の適用

事業所に該当することとなった 37 年７月４日より後に被保険者資格を取得し

ていることが確認できることから判断すると、当時、申立事業所では、従業員

について必ずしも入社又は事業所が厚生年金保険の適用事業所に該当したと同

時に厚生年金保険に加入させていたとは限らない事情がうかがえる。 

加えて、前述の被保険者名簿では、申立期間において申立人の記録は確認

できず、健康保険の整理番号に欠番が無いことから、申立人の記録が欠落した

ものとは考え難い。 

また、申立期間当時の事業主は既に死亡しており、当該事業主の親族に照

会しても回答が得られない上、申立人は申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料を所持

しておらず、このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除につ

いて確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これら事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

 



  

福岡厚生年金 事案 2408 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和６年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 31年４月１日から同年５月１日まで              

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の被保険者記録を照会したとこ

ろ、Ａ社に入社した月に行われた同社本社における１か月間の合宿研修期

間に係る被保険者記録が無いとの回答があったが、勤務していたことは事

実であるので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社が保管する人事記録により、申立人の同社への入社日が昭和 31 年４月

１日との記載が確認でき、申立人と同期入社であるとする同僚３人が、申立期

間において申立人とともに合宿研修を経験したと供述していることなどから判

断すると、申立期間において、申立人が同社に勤務していたことが推認される。 

しかしながら、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿では、申立期

間において、申立人の厚生年金保険の被保険者記録は確認できず、健康保険の

整理番号にも欠番が無いことから申立人の記録が欠落したものとは考え難い上、

厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）においても、昭和 31 年５月１日から申

立人が勤務したとする同社Ｂ支店における厚生年金保険の被保険者記録は確認

できるが、同社本社における申立期間に係る申立人の被保険者記録は確認でき

ない。 

また、Ａ社及び同社各支店に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿では、

申立人と同期入社であるとする同僚５人のうち、申立期間において申立人とと

もに合宿研修の経験を有するとしている上記同僚３人、及び申立人より１年早

い昭和 30 年に同社に入社し、申立人と同様に合宿研修の経験を有するとして

いる二人の計５人について、合宿研修期間中である４月において同社本社にお



  

ける厚生年金保険の被保険者記録が確認できず、それぞれ、配属先となった同

社各支店等において５月１日に厚生年金保険被保険者の資格を取得しているこ

とが確認できることから判断すると、事業主は、合宿研修対象者について、当

該期間において厚生年金保険被保険者の資格を取得させていなかった事情がう

かがえる。 

さらに、Ａ社は、「申立人より１年早く当社に入社し、申立人と同様に当社

本社における合宿研修の対象者であった者の厚生年金保険の被保険者記録が、

申立人と同様に当該合宿研修期間中には確認できず、昭和 30 年５月１日に配

属となった当社本社において確認でき、同人について、同年５月１日に資格取

得の届出を行ったことが『健康保険厚生年金保険被保険者資格取得確認および

標準報酬決定通知書』により確認できるため、同年及び 31 年当時、当社本社

における合宿研修期間中の者に係る厚生年金保険料の控除が行われていなかっ

た可能性も考えられるが、当時の詳細が確認できる資料が保管されていないこ

とから、新入社員の社会保険の取扱いについての詳細は不明である。」と回答

している。 

加えて、申立人は申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料を所持しておらず、この

ほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関

連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これら事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたと認めることはできない。 

 



  

福岡厚生年金 事案 2409 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：    

生 年 月 日 ： 昭和 14年生   

住    所 ：    

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 52年９月 20日から 56年７月１日まで 

② 昭和 57年７月 31日から 58年 12月ごろまで 

Ａ社に雇用され、Ｂ区に所在していたＣ社（現在は、Ｄ社）のＥ寮に管理

人として勤務していたのに、その間のうち約１年間しか厚生年金保険の被保

険者記録が確認できない。私の勤務していた昭和 52 年から 58年ごろまでの

期間に寮に入居していた同社の社員の名前を記憶しているし、Ａ社から健康

保険被保険者証の交付を受けた記憶もある。 

申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間において、Ｃ社Ｅ寮に管理人として勤務していたと申し

立てており、当時、同社Ｅ寮の入寮者であったとして申立人が名前を挙げる複

数の者の供述内容から判断すると、期間の特定はできないものの、申立人が同

社Ｅ寮に勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿によれば、申

立人と一緒に勤務していたとする申立人の元妻のＡ社に係る厚生年金保険の被

保険者記録は、申立人の被保険者記録と一致している上、申立人が同社入社時

に申立人の採用面接を行ったとする上司は、昭和 55 年 12 月１日に厚生年金保

険被保険者の資格を取得していることが確認できることから判断すると、申立

事業所では、従業員について必ずしも入社と同時に厚生年金保険に加入させて

いたとは限らない事情がうかがえる。 

また、前述の被保険者名簿によれば、申立人は、昭和 56 年７月１日に厚生

年金保険被保険者の資格を取得し、57 年７月 31 日に同資格を喪失しているこ

とが確認できるとともに、申立人が被保険者資格を喪失したことに伴い健康保



  

険被保険者証が回収されたことを示す記録が確認できる。 

さらに、前述の被保険者名簿において厚生年金保険の被保険者記録が確認で

きる者のうち、申立人を除く 50 人が厚生年金保険被保険者資格を月末の日付

で喪失していることが確認できる。 

加えて、雇用保険の被保険者記録によれば、申立人は、昭和 56 年７月１日

にＡ社に係る被保険者資格を取得し、57 年７月 31 日に離職したことが確認で

きる上、申立人が同日付けで同社を離職したことに伴う離職票が交付されてい

ることも確認できる。 

また、Ａ社では、「当社が保管している『健康保険厚生年金保険被保険者資

格取得確認および標準報酬決定通知書』により、申立人が昭和 56 年７月１日

に厚生年金保険被保険者の資格を取得したことは確認できるが、資格喪失日に

ついては資料が無いので分からない。申立人に係る人事記録等、根拠となる資

料が無く、申立人の雇用形態や申立期間当時の社会保険の加入の取扱いについ

ては不明である。」と回答し、申立事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険

者名簿に厚生年金保険の被保険者記録が確認できる複数の者に聴取しても、申

立人の厚生年金保険の加入状況及び厚生年金保険料の控除等についての供述が

得られない。 

さらに、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことを確認できる給与明細書等の資料は無く、このほか、申立人

の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周

辺事情は見当たらない。 

これら事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



  

福岡厚生年金 事案 2410 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男   

基礎年金番号 ：    

生 年 月 日 ： 昭和９年生   

住    所 ：    

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 27年３月又は４月から 28年４月まで 

Ａ社（現在は、Ｂ社）に勤務していた申立期間の厚生年金保険の被保険者

期間が確認できない。退職時に同社から厚生年金保険被保険者証の交付を受

けた記憶があるが、現在は所持していない。 

申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ社の同僚として、８人の姓のみを記憶しているものの、Ｂ社は、

「申立期間当時の人事記録等の資料が保管されておらず、申立人が当社に在

籍していたのかどうかは分からない。申立人が姓のみを記憶している同僚に

ついても心当たりがない。」と回答している上、申立期間当時において、Ａ

社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿に厚生年金保険の被保険者記録

が確認できる複数の者は、「申立人及び申立人が姓のみを記憶している同僚

は知らない。」、「申立人が姓のみを記憶している同僚８人のうち、職場長

又はそれに相当する者で、組長、副組長又は班長と呼ばれていた三人の者は、

正社員の中にはいなかった。」と供述しており、申立期間における申立人の

勤務実態について確認することができない。 

また、前述の被保険者名簿及び厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）では、

申立人の申立事業所に係る厚生年金保険の被保険者記録は確認できないとと

もに、同被保険者名簿において、申立期間に係る健康保険の整理番号に欠番

が無いことから、申立人の記録が欠落したものと考え難い上、申立人が申立

事業所の他部署で勤務していたとして名前を挙げた同僚についても、同被保

険者名簿及び同被保険者台帳に申立事業所の厚生年金保険の被保険者記録を

確認できない。 



  

さらに、申立人は、「申立事業所を退職した時に横長又は正方形の厚生年金

保険被保険者証を受け取った。」と供述しているところ、申立期間当時の厚

生年金保険被保険者証は、縦長の様式であり、申立人の供述内容とは符合し

ない。 

加えて、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を給与から控除されていた

ことを確認できる給与明細書等の資料は無く、このほか、申立人の申立期間

における厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は

見当たらない。 

これら事実及びこれまでに収集した関連資料及び周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 



  

福岡厚生年金 事案 2411 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女   

基礎年金番号 ：    

生 年 月 日  ： 昭和 22年生   

住    所 ：    

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 昭和 44年４月 20日から 45年１月１日まで 

Ａ大学（現在は、Ｂ大学）に勤務していた期間のうち、申立期間の厚生

年金保険の被保険者記録が確認できない。同大学に継続して勤務していた

ことは事実であるので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ大学において、申立期間を含めて昭和 42年７月から 53年３月

までの期間に継続して勤務していたと申し立てているものの、Ｂ大学が保管す

る申立人に係る人事記録から判断すると、申立人についてはおおむね６か月ご

とに更新する雇用形態となっていることがうかがわれるとともに、同記録には、

「ⅰ）44.４.１ 技能補佐員（Ａ大学附属研究施設）に採用する、ⅱ）44.

４.19 辞職を承認する、ⅲ）44.４.21～44.12.10 Ａ大学附属研究施設 実

験補助員（教室傭）、ⅳ）44.12 技能補佐員（Ａ大学附属研究施設）に採用

する」と記載されていることから、申立人は、申立期間の始期において、Ａ大

学が直接雇用する職員から教室雇いの職員に雇用形態が変更されていることが

確認できる。 

また、Ａ大学に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿によれば、申立人は、

昭和 44年４月 20 日に厚生年金保険被保険者の資格を喪失し、45 年１月１日に

同資格を再取得していることが確認できる。 

さらに、Ｂ大学は、「申立人は、申立期間において、上記人事記録に『実験

補助員（教室傭）』と記録される、教室雇いの職員であったため、当大学が直

接雇用する職員とは別枠の費用で雇用されていたものと思われる。」と回答し

ている上、申立人が名前を挙げる複数の同僚に聴取しても、申立人の厚生年金



  

保険の加入状況及び厚生年金保険料の控除等について確認することができない。 

加えて、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことを確認できる給与明細書等の資料は無く、このほか、申立人

の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周

辺事情は見当たらない。 

これら事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたと認めることはできない。 

 



  

福岡厚生年金 事案 2412 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与等から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

氏    名 ： 男（死亡）  

基礎年金番号 ：    

生 年 月 日 ： 昭和 11年生   

住    所 ：    

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 31年９月１日から 32年９月１日まで                   

    社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の被保険者記録について照会した

ところ、申立期間の被保険者記録が無い旨の回答を得た。 

申立期間当時は、Ａ社Ｂ部（現在は、Ｃ社Ｄ支社）に勤務し、申立期間

は病気休職中であり、傷病手当金を受給していた。当時の会計担当者から、

傷病手当金から厚生年金保険料等の社会保険料を控除している旨の説明を

受けたので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

   （注）申立ては、申立人の妻が、死亡した申立人の年金記録の訂正を求めて 

     行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の被保険者記録、Ａ社が発行した昭和 54 年７月９日付けの勤続 25

年感謝状及びＥ健康保険組合が提出した適用台帳の記録から判断すると、申立

人が申立期間にＡ社に在籍していたことが認められるとともに、Ｃ社が提出し

た人事記録により、申立人は 31 年５月１日から 32 年８月 31 日までの期間に

休職していたことが確認できる上、申立人を記憶している同僚５人のうち４人

が、申立人が申立期間ごろに病気休職していた旨を供述していることから判断

すると、申立人が申立期間に病気休職していたことが推認できる。 

   しかしながら、Ｃ社は、「申立期間当時の賃金台帳及び厚生年金保険関係書

類等の関連資料を保管しておらず、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の

取扱いについては不明である。」と回答している上、上記同僚５人からも申立

期間における申立人の厚生年金保険料の控除についての供述が得られず、申立

期間における申立人の厚生年金保険の加入状況及び厚生年金保険料の控除等に

ついて確認できる関連資料及び供述を得ることができない。 



  

   また、申立人は、当時の会計担当者から、傷病手当金から厚生年金保険料及

び健康保険料等の社会保険料を控除している旨の説明を受けたと申し立ててい

るところ、当該会計担当者は、「申立人の病気休職中の厚生年金保険の取扱い

については記憶していない。」と供述している。 

   さらに、Ａ社Ｂ部に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立

人の厚生年金保険被保険者資格の喪失日は昭和 31 年９月１日と記録されてい

ることが確認でき、この記録は申立人の厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）

及びオンラインの記録と一致する上、上記被保険者名簿では、申立人は、同年

９月１日に厚生年金保険被保険者の資格を喪失し、32 年９月１日に新たな健

康保険の整理番号で同資格を再度取得していることが確認できる。 

   加えて、申立人は、申立期間において、健康保険法による傷病手当金を受給

していたとしているが、前述の健康保険組合では、当該期間の傷病手当金支給

に関する資料は保管していないと回答しており、厚生年金保険料の被保険者負

担分について事業主が控除又は申立人が別途払い込んだなどの事情についても

確認できない上、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与

及び傷病手当金から控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料は無

い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これら事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主によ

り給与及び傷病手当金から控除されていたと認めることはできない。 

 



  

福岡厚生年金 事案 2413 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

氏    名 ： 男   

基礎年金番号 ：    

生 年 月 日 ： 昭和 33年生   

住    所 ：    

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 55年 12月１日から 57年５月１日まで 

「ねんきん特別便」を確認したところ、申立期間の厚生年金保険の被保険

者記録が無かった。昭和 55 年 12 月１日から 57 年５月１日までの期間にお

いて、事業所名を漢字で記憶していないが、「Ａ社」に勤務しており、同社

で、毎月、給与から社会保険料を控除され、申立期間当時、健康保険被保険

者証で病院を利用したことがある。 

申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、「Ａ社」の事業所名を漢字で記憶していないが、Ｂ市役所が発注

した市営住宅関連工事に従事した旨を供述していることから、同市役所に照会

したところ、市営住宅Ｃ団地の工事に携わっていた事業所は漢字名でＤ社で

あった旨の回答が得られた。 

   また、Ｄ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿により厚生年金保険被

保険者の資格を昭和 61 年６月１日に取得していることが確認できる同僚一人

が、「申立人は、Ｄ社で勤務していた。申立人の勤務期間は記憶していないが、

私より先に勤務していた。」と供述していることから判断すると、期間の特定

はできないものの、申立人がＤ社に勤務していたことがうかがえる。 

   しかしながら、適用事業所名簿によれば、Ｄ社が厚生年金保険の適用事業所

に該当することとなったのは昭和 61 年６月１日であり、申立期間は、適用事

業所ではなかったことが確認できる上、前述の被保険者名簿により、上記同僚

一人の厚生年金保険被保険者資格の取得日は、Ｄ社が厚生年金保険の適用事業

所に該当することとなった日付と一致していることが確認できる。 

また、Ｄ社は、法人登記簿の記録が確認できず、適用事業所名簿によれば、



  

平成５年 10 月 31 日に厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなっている上、

事業主とは連絡が取れず、申立人も同僚の名前を記憶していないことから、申

立人の申立期間における勤務実態、厚生年金保険の加入状況及び厚生年金保険

料の控除等について確認できる関連資料及び供述を得ることができない。 

さらに、申立人は、健康保険被保険者証を「Ａ社」から交付され病院を利用

したことがあると供述しているものの、Ｅ国民健康保険組合及びＦ国民健康保

険組合に照会したところ、申立人の申立期間における健康保険の被保険者記録

は確認できないとの回答を得ている。 

   加えて、申立人の申立期間における雇用保険の被保険者記録は確認できない

上、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことを確認できる給与明細書等の資料は無い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これら事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

 



  

福岡厚生年金 事案 2414（事案 1390の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男   

    基礎年金番号 ：    

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生   

    住    所 ：    

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ：  昭和 47年３月 23日から 59年５月 26日まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の被保険者記録について照会し

たところ、Ａ社に勤務していた期間の記録が無いとの回答を得た。 

Ａ社に勤務していたのは間違いないので、年金記録確認第三者委員会に

申立てを行ったところ、年金記録の訂正が必要とまでは言えないとの通知

を受け取ったが、新たに昭和 58 年にクレジット会社に借入れの申込みをし

たときに、勤務先として申立事業所を記載した書類を提出したので、調査

の上、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  申立期間に係る申立てについては、ⅰ）Ａ社においては、申立期間当時、申

立人及び申立人が記憶する同僚の供述による従業員数は 18人から 20人である

ところ、申立事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿における厚生年

金保険被保険者数は６人であることから判断すると、すべての従業員を一律に

厚生年金保険に加入させる取扱いではなかったことがうかがえること、ⅱ）申

立事業所は、昭和 56 年 10 月１日に厚生年金保険の適用事業所に該当しなく

なっており、当時の事業主とは連絡が取れず、申立内容を確認できない上、申

立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事

情は見当たらないことなどを理由として、既に当委員会の決定に基づき平成

21 年９月 30 日付けで年金記録の訂正が必要とまでは言えないとする通知が行

われている。 

   今回、申立人は、新たに昭和 58 年にクレジット会社に借入れの申込みを

行った時に、勤務先としてＡ社を記載した書類を提出し、この申込書類により、

申立期間当時、間違いなくＡ社に勤務していたと申し立てているが、当該書類



  

からは、申立人が申立期間において給与から厚生年金保険料を控除されていた

ことを確認できない。 

また、Ａ社に係る厚生年金保険被保険者名簿において、申立人が当時一緒

に勤務していたとする申立人の弟についても、厚生年金保険の被保険者記録を

確認することができない。 

これは、委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情とは認められず、そ

のほかに委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらないことから、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 



  

福岡厚生年金 事案 2415 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女   

    基礎年金番号 ：    

    生 年 月 日 ： 昭和６年生   

    住    所 ：    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 32年９月から 33年５月 19日まで 

昭和32年９月ごろからＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ支店で勤務しており、33

年＊月に結婚を機に退職した。その後、失業保険を受給したが、当時の同

社Ｃ支店の事務員から、失業保険は１年以上勤務していなければ受給でき

ないと聞いており、これらのことは、私が同社に１年間以上勤務していた

ことの証明になると思う。 

昭和32年９月から同社において勤務していたことは間違いないので、申

立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間において、Ａ社Ｃ支店で勤務していたと供述しているが、

Ｂ社が保管する申立人に係る労働者名簿の「雇入」の欄には、「昭和 33 年５

月 19日」と記載されていることが確認できる。 

また、Ｂ社が所持する昭和 33 年６月１日現在のＡ社Ｃ支店の従業員名簿に

は、申立人の同社における在籍期間が「１か月」と記載されていることが確認

できる。 

さらに、申立人が記憶する複数の同僚のうち、一人が所持する「Ｂ社ＯＢ

会記念誌」の従業員名簿によると、申立人について、「昭和 33 年５月入社」

と記載されていることが確認できる上、申立人は、「私が勤務していた期間に

新しく入社した同僚はいない。」と供述しているところ、当該従業員名簿から、

申立期間には少なくとも３人が入社していることが確認でき、このうち二人は、

申立人より先に勤務していたと供述していることなどから判断すると、申立人

は、申立期間においてＡ社Ｃ支店に勤務していなかったものと推認できる。 

加えて、Ｂ社が所持する昭和 33 年６月１日現在の従業員名簿に記載されて



  

いる従業員 26 人について調査した結果、24 年以降に入社した従業員 22 人の

入社時期は、Ａ社Ｃ支店に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿における厚

生年金保険被保険者資格の取得時期とほぼ一致することが確認できる。 

また、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことを確認できる給与明細書等の資料は無く、このほか、申立人

の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周

辺事情は見当たらない。 

なお、申立人は、失業保険を受給したことをもって、１年間以上勤務して

いたと主張しているところ、申立期間当時の失業保険法では、「離職の日以前

の１年間に、通算して６か月以上被保険者であったときは、保険給付として失

業保険を給付する。」と規定されている。 

これら事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたと認めることはできない。 

 



  

福岡厚生年金 事案 2416 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男   

    基礎年金番号 ：    

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生   

    住    所 ：    

          

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和44年８月31日から45年８月31日まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の被保険者記録を照会したとこ

ろ、Ａ社に係る被保険者記録は昭和44年８月31日までの期間となっている

との回答を得たが、私は、45年３月に定時制高等学校を卒業し、在学中か

ら勤務していた同社において卒業後も継続して勤務していた。同社の次に

勤務した事業所に手続を行う際、必要書類をＡ社に取りに行った記憶があ

り、同社を退職した後、次の事業所に勤務するまでの期間は数か月間も無

かったと思うので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めて

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿（以下「被保険者名簿」とい

う。）により、申立期間の一部に厚生年金保険の被保険者記録が確認できる同

僚の供述から判断すると、申立人が申立期間の一部において申立事業所に勤務

していたことが推認できる。 

しかしながら、雇用保険の被保険者記録において、申立人の離職日は昭和

44年８月31日と記録されており、当該離職日は被保険者名簿で確認できる厚生

年金保険被保険者資格の喪失日と符合している上、被保険者名簿により、申立

期間当時、厚生年金保険の被保険者記録が確認できる同僚９人に照会したもの

の、申立人の申立期間における勤務実態を確認できる供述を得ることができな

い。 

また、厚生年金保険適用事業所名簿により、Ａ社は申立期間中の昭和45年

８月25日に厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなっていることが確認でき

るが、被保険者名簿に不自然な遡及
そきゅう

訂正処理等の形跡は見当たらない上、商業



  

登記簿により確認できる同社の代表取締役の所在は不明であり、申立人に係る

申立期間の厚生年金保険の加入状況及び厚生年金保険料の控除等について確認

できる供述及び関連資料を得ることができない。 

さらに、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料は無く、このほか、申立

人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び

周辺事情は見当たらない。 

これら事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

 


